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（中期財政収支見込み 財政健全化への取組後） 
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 栃木県財政の推移 

予算規模は、平成 13 年度をピークに減少傾向にあり、近年は 7,000 億円台で

推移している。 

地方交付税の代替財源である臨時財政対策債の大量発行により、県債残高が大

きく増加しているが、臨時財政対策債を除く地方債残高は、新規発行の抑制によ

り減少している。         
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 地方交付税等と財政調整的基金の推移 

平成 19 年度まで、県税収入は税源移譲もあり増加したが、地方交付税が大き

く減少したこともあり、財政調整的基金の取崩額が増加した。 

平成 20 年度以降は、県税収入の減もあり、地方交付税と臨時財政対策債を合

わせた実質的な地方交付税は伸びたが、その大部分が臨時財政対策債の増によ

るものである。 

平成 22 年度以降は、プログラムの取組等により、財政調整的基金の残高は増

加している。 

 

 

 

（注）平成 25 年度末の財政調整的基金の残高の実績は 735 億円である。 

 

 

 

 

 




